
第７章

その他(エネルギー、環境、紛争解決等)

＜エネルギー＞

⑴ ルールの背景

資源に恵まれない日本にとって、資源・エネ

ルギーの安定供給を確保することは、重要な課

題の一つである。その重要性は、近年の原油、

アルミ、銅を初めとする鉱物資源の価格上昇と

も相まって、より高まっていると言えよう。以

下では、日本の FTA/EPAにおける資源・エネ

ルギー関連の取組についてまとめるとともに、

他国の締結している FTA/EPAにおける関連

制度を分析する。

⑵ 日本のこれまでの取り組み

日本がこれまでに締結した FTA/EPAには、

資源・エネルギーについて独立した章を設けた

ものはない。エネルギー、資源に言及する条文

を見ても、日フィリピン EPAにおいて、協力章

（第14章）の中で、協力分野としてエネルギー

（及び環境）を明記しているのみである（第144

条⒟）。そのため、現在 EPA締結に向けて交渉

を行っている国との間では、資源・エネルギー

分野での両国間の連携をさらに深化させるため

の試みを進めている。

① インドネシア

インドネシアは、日本にとって最大の天然ガ

ス輸入相手国であると同時に、有数の原油及び

石炭の輸入相手国である。そのため、日インド

ネシア EPA交渉は、エネルギー及び鉱物資源

も検討の対象としている。2006年11月の大筋

合意では、この地域における持続的な経済成長

のためにエネルギー・鉱物資源が戦略的に重要

であることを踏まえ、日インドネシア両国が、

この分野における投資を促進し、エネルギー・

鉱物資源の安定的供給の強化に貢献するために

緊密な調整を行うこと、そして、そのために、

政策対話及び協力を強化することとしている。

なお、エネルギー市場の競争環境整備の観点か

ら、EPAの下で設置を予定しているエネルギ

ー・鉱物資源小委員会において、開かれた競争

的市場の発展を議題の一つとしている。

② ブルネイ

ブルネイは、世界第４位の液化天然ガス

（LNG）生産国であるとともに、日本にとって

は第５位の LNG輸入相手国である。2006年12

月に大筋合意に至った日ブルネイ EPA交渉で

は、規制措置に関する規律の導入、協力の実施、

対話の枠組みの設置等により、エネルギー分野

において安定的で両国の利益となるような関係

を維持・強化することとしている。

第７章 その他（エネルギー、環境、紛争解決等）
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③ 豪州

2006年12月にまとめられた「日豪経済関係

強化のための共同研究（自由貿易協定の実現可

能性またはメリット・デメリットを含む）」最終

報告書パラグラフ37では、豪州と日本が、次の

ような約束を含む鉱物及びエネルギーに関する

章を検討することができるとの結論に至ったと

している。すなわち、ⅰ市場の役割を強化する

規定（例えば、輸出や輸入の制限を防止するこ

と）、ⅱ投資環境を改善する投資の自由化や保護

に関する規定、ⅲ鉱物及びエネルギー分野につ

いて、政策と規制の透明性を高める措置、ⅳ鉱

物及びエネルギー分野における問題について、

経済界関係者の関与を得た協議メカニズムに関

する規定、ⅴ鉱物及びエネルギー分野に適用さ

れる FTA/EPAの規定を見直すための規定、で

ある。

⑶ 法的規律の概要

日本の FTA/EPAでは、いまだ鉱物・エネル

ギーの実体規律について定めたものはない。こ

こでは、この分野の実体的規律として国際的に

合意されたルールの例として、NAFTAとエネ

ルギー憲章条約を紹介する。

① NAFTA
 

NAFTAは第６章（エネルギー及び基本石油

化学品（Basic Petrochemicals））で、次のよう

な規律を定めている。

⒜ 原則（第601条）

自国憲法の遵守、エネルギー・基本石油化学

品が果たす役割の強化・持続的自由化が望まし

いこと、当該分野の競争力を高めることが各国

の利益に適うこと、を確認している。

⒝ 定義（第602条）

第６章の対象範囲の定義として、ウラン鉱、

石炭、コークス、タール、ナフサ、石油、瀝青

油、石油ガス、石油コークス、ウラン化合物、

酸化重水素、エタン、ブタン等をHSコード４

桁～６桁で規定。

なお、Annex602.3において留保及び特則に

ついて規定があり、天然ガス及び基本石油化学

品についての供給契約のための交渉を許可すべ

きことや、原油・天然ガスの採掘、基本石油化

学品の生産、原油の貿易等の戦略的活動につい

てのメキシコによる留保、及びメキシコにおい

て企業は自家消費のための発電設備を設けるこ

とができること等を規定している。

⒞ 輸出入制限（第603条）

輸出入制限について GATT条の規律を確

認。特に、最低・最高輸出価格規制等を禁止す

るとともに、NAFTA域外国からのエネルギ

ー・基本石油化学品の輸入禁止に関し、他の

NAFTA締約国が協議できる旨を規定。なお、

同種の規定が物品一般に適用される第３章でも

設けられている（第309条）。

⒟ 輸出税（第604条）

輸出税の賦課を禁止（他のすべての締約国へ

の輸出及び自国消費に対して一律に課税される

場合を除く）。なお、物品一般に適用される第３

章でも、同旨の規定がある（第314条。ただし、

Annex314で、メキシコにおける卵、塩、小麦

粉等の基本食糧を例外としている。）。

⒠ その他の輸出規制（第605条）

輸出規制について、本来であれば GATT第

11条２⒜項又は第20条⒢、⒤、⒥項で正当化さ

れるはずのものであっても、次の３つの条件を

満たさなければならない旨を規定。すなわち、

第１に、当該産品の、輸出規制国における総供

給に占める、相手方締約国への総輸出の割合が、

直近36か月の代表値と比べて減じられないこ

と。第２に、相手方締約国への輸出に際し、国

内価格よりも高い輸出価格を課さないこと。第

３に、当該輸出規制が、相手方締約国への通常
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の流通経路を撹乱しないこと、また、例えば原

油と精製石油など、個々の産品間の通常の輸出

比率を撹乱させないこと、である。この条文は

米カナダ間にのみ適用され、メキシコは適用除

外とされている（Annex605）。また、物品一般

に適用される第315条にも同旨の規定があり、

同様にメキシコは適用除外とされている

（Annex 315）。

⒡ エネルギー規制措置（第606条）

エネルギー規制措置の適用に際し、可能な限

り、エネルギー規制当局が契約関係を撹乱（dis-

rupt）しないようにすべきとの努力義務を規定

している。

② エネルギー憲章条約

1998年に発効したエネルギー憲章条約は、ソ

連の崩壊に伴い、旧ソ連及び東欧諸国における

エネルギー分野の市場原理に基づく改革と企業

活動の促進を目指すものである。日本は、1995

年に同条約に署名し、2002年から日本との関係

で発効している。同条約は、エネルギー分野に

おける投資の自由化及び保護について規定する

とともに、エネルギー原料・産品の貿易及び通

過の自由についての規律を定めている。

第一に、貿易については、エネルギー原料・

産品の貿易が、WTO非加盟国によるものであ

っても、基本的に GATTによって規律される

旨を規定している（第29条）。これは、ロシア

を初めとした旧ソ連・東欧等のWTO非加盟国

が、GATT/WTO体制にソフトランディング

できるようにする、いわばWTO加盟への準備

規定と言うことができよう。エネルギー原料・

産品はAnnex EM で定義されており、ウラン

鉱、石炭、石炭ガス、タール、石油、精製油、

天然ガス、瀝青、アスファルト、電力、薪、木

炭等が含まれる。

第二に、通過に関し、第７条は、エネルギー

原料・産品について、通過の自由の原則に従い、

その出発地及び仕向地等による差別又は不合理

な制限等を行ってはならない旨を規定してい

る。通過については第７条第10項で定義してい

るが、基本的には、３つ以上の地域（国）にま

たがるパイプラインによる石油及び天然ガスの

輸送や送電設備による電力の送電を想定してい

る。

同条約は、これらに加え、競争の促進にむけ

た努力義務（第６条）や、加盟国間での技術移

転の促進（第８条）、環境への悪影響を最小化す

るとともに、世論啓発や協力等を行う努力義務

（第19条）等を規定するとともに、紛争処理手

続（Part V）や署名国への暫定適用（第45条）

等を定めている。

なお、エネルギー憲章条約の締約国は、2006

年11月現在で46ヶ国である。ロシアやオース

トラリアは、署名はしているが、まだ批准をし

ていない。オブザーバー参加にとどまる国（米

国、カナダ、中国、韓国、サウジアラビアなど）

もいくつか存在する。（詳細は、http://www.

encharter.org/を参照）

（エネルギー憲章条約はこの他に、エネルギ

ー分野における投資についても規定している

が、これについては第Ⅲ部第５章投資を参照。）

第７章 その他（エネルギー、環境、紛争解決等）
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＜環境＞

⑴ ルールの背景

FTA/EPAにおいて環境に関する規律を設

ける例が増えている。その背景として第一に考

えられるのは、NAFTAがそうであると思われ

るように、相手方当事国において環境（及び労

働）規制が守られなければ自国産業が競争上不

利になり、結果的に環境規制の緩和合戦がおこ

るのではないか（“race to the bottom”）との

懸念に対応するというものである。投資協定等

において、環境規制を緩和することによって投

資を誘致（又は貿易を促進）することは適切で

ない旨を確認する規定が置かれることが多い

が、これも同様の理由によるものと考えられる。

第二の背景として、FTA/EPA相手国内で各

企業による環境規制の遵守状況に差があるよう

な場合に、こうした差を無くすことによって、

公平な競争環境を整備しようとする狙いがある

場合も考えられる。多国籍企業の中には、事業

活動を行っている進出先国の環境規制のレベル

にかかわらず、世界中で同一の高いレベルの環

境配慮を行っている例も多い。こうした場合に

は、進出先国の環境規制を高いものとすること

が、より公平な競争環境の整備につながるであ

ろう。また、環境規制自体はレベルの高いもの

が整備されている国であっても、そのエンフォ

ースメントが実効的に行われていない場合に

は、同様の状況が生じうる。現地資本企業が環

境規制を十分に遵守していないにも関わらず、

外国資本企業はコンプライアンスや企業の社会

的責任の観点から当該環境規制を遵守している

ような場合には、環境規制の実効的なエンフォ

ースメントを確保することが、公平な競争環境

の整備につながるであろう。

加えて、FTA/EPA相手国から技術指導など

協力の要請を受けることも考えられる。一般的

に、環境問題に対応する技術や経験を有する国

と、環境問題が深刻な国とが違っている場合、

両国が協力して環境問題に取り組むことは、地

球全体の利益につながる。地球環境への負荷を

減らすとともに、これまでの公害防止・省エネ

ルギーに関する経験や技術力を活かして地球規

模での環境保全に積極的に貢献していくこと

は、我が国の重要課題であり、こうした協力を、

アドホックな二国間協力に留まらず、FTA/

EPA上の協力と位置づけることで、より積極的

な取組みを進めることが期待される。

また、FTA/EPAの知的財産章では、パリ条

約や植物新品種条約等、特定の関連条約への加

盟義務又は努力義務を設ける例が見られるが、

環境においても、地球環境枠組条約や廃棄物の

越境移動に関するバーゼル条約、生物多様性条

約等、環境関連条約への加盟義務又は努力義務

を、そのための協力ともパッケージにして規定

する例が今後出てくることも考えられる。

⑵ 法的規律の概要

日本がこれまで締結した FTA/EPAでは、環

境について次のように取り組んでいる。

① 日シンガポール EPA

環境に関連する規定は、相互承認章（第６章）

において、相互承認との関連で自国が適切と考

える環境規制は妨げられない旨を規定している

（第54条）。実施取極第31条において、科学技

術に関する協力分野として環境を明記してい

る。

② 日メキシコ EPA
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投資章（第７章）では、PR（performance
 

requirement）禁止の条文において、技術移転要

求禁止のうち、一般的な環境規制を充たすよう

な技術の使用を義務づけることは違反ではない

とし（第65条１⒡）、また、環境規制を緩和す

ることで投資を促進してはいけないこと（第74

条）、投資家対国家仲裁において環境について専

門家の鑑定書を要請できること（第90条）を規

定している。

協力章（第14章）では、環境に関する協力を

行う旨を規定している。協力には、情報交換、

能力向上、環境物品・サービスの貿易促進など

を含むことができるとしている。また、協定の

実施及び運用章（第16章）では、環境保全のた

めの緊急の措置の場合に、パブリックコメント

の手続を不要とする旨を規定している（第161

条）。

③ 日マレーシア EPA

環境関連規定は二つのみである。一つは、投

資章（第17章）において、環境規制を緩和する

ことで投資を誘致しない旨の規定であり（第90

条）、もう一つは、協力章（第12章）において、

協力分野として環境を明記している（第140条

⒢）。

④ 日フィリピン EPA

物品章（第２章）で、環境規格メカニズムの

活用についての両国の協力を規定しているほか

（第27条）、協力章（第14章）では、協力分野

として（エネルギー及び）環境を明記している

（第144条⒟）。また、相互承認章（第６章）で

は、相互認証との関連で自国が適切と考える環

境規制は妨げられない旨を規定しており（第66

条）、投資章（第８章）では、環境規制を緩和す

ることで投資を促進してはいけない旨を規定し

ている（第102条）。

⑶ 各国の FTA/EPAにおける環境

の取り組み

他国が結んでいる FTA/EPAの中には、環境

保護のためにより積極的な取組をしているもの

がある。

① 米国の取り組み

米国が結んだ多くの貿易協定に環境章が立て

られている。特に、米シンガポール、米チリ、

米オーストラリア、米バーレーン、米モロッコ

など近年のものには、環境問題に関する協力を

促進し、国内の環境法令の執行を監視するため

の組織的枠組みが設けられている。

例えば、NAFTAの環境協定（North Amer-

ican Agreement on Environmental Coopera-

tion between the government of Canada,the
 

government of the United Mexican States
 

and the government of the United States of
 

America）は、定期的に環境報告を公表する義

務（第２条）や、国内法制によって高い環境保

護水準を確保し、その向上にむけて継続的に努

力すること（第３条）、法律等の公開（第４条）、

環境法制の有効な履行確保（第５条）等が規定

されている。

また、理事会、事務局、合同小委員会で構成

される環境協力委員会（commission）を設置し

ており（第８条）、事務局は、理事会の指示に従

って環境協力委員会の年次報告書を作成する他

（第12条）、自主発案の報告書を作成すること

ができるとしている（第13条）。また、非政府

組織や個人からの、環境法制の有効な履行確保

を怠っているとの指摘を受け、事実報告書を作

成することになっている。当該報告書は理事会

の決定に従って公表される。（第15条）

各締約国は、他の締約国が環境法制の有効な

履行確保の義務を怠っている場合、協議を求め

ることができる。（第22条）協議では解決しな

第７章 その他（エネルギー、環境、紛争解決等）

第
７
章

そ
の
他
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
、
紛
争
解
決
等
）

505



かった場合、環境法制の履行確保の欠如が、締

約国間で取引される物やサービスを提供する工

場や企業を巻き込む状況に関係する場合に限

り、パネルが設置される。（第24条）

② EUの取り組み

EUが結ぶ地域貿易協定では、環境協力の原

則と範囲が分野横断的なテーマとして定められ

ている。

例えば、EUチリ協定では、環境協力の目的

は、環境の保護及び改善、天然資源と生態系の

汚染及び悪化の防止、持続的開発のための生態

系の有効活用であり、これに関連して、貧困と

環境の関係、経済活動の環境への影響、環境問

題と土地利用管理、チリの環境体制や政策を強

化するための試み、環境の標準・モデル・訓練・

教育などの分野における情報・技術・経験の交

換、国民をより関与させるための環境教育や環

境訓練、技術支援や合同地域調査プログラムが

特に重要であるとしている。（第28条）

③ その他の国の取り組み

カナダは、NAFTAのモデルに従ってチリや

コスタリカと協定を結んでいる。また、Ｐ4（ブ

ルネイ、チリ、シンガポール、ニュージーラン

ドの４カ国による経済連携協定）は補完協定と

して環境協力協定を持つ（Environment Coop-

eration Agreement among the parties to the
 

Trans-Pacific Strategic Economic Partner-

ship Agreement）。

④ エネルギー憲章条約

FTAではないが、エネルギー資源の移動と

投資保護についての国際条約であるエネルギー

憲章条約では、経済効率的な態様で環境への悪

影響を最小限に抑える努力義務を規定するとと

もに、汚染者が汚染によるコストを負担すべき

との原則を確認したうえで、締約国の義務とし

て、エネルギー政策全般を通して環境に配慮す

ること、市場経済に根付いた価格形成と環境へ

の便益負担の十分な反映を促進すること、国際

環境基準の分野における協力、エネルギー効率

の改善や再生可能エネルギー資源等に特に留意

すること、環境意識の啓発、早期段階での透明

な環境アセスの促進等を詳細に列記している

（第19条第１項）。

また、当該条文の解釈・適用に関する紛争に

ついて、他に適切な国際的な対話の場が無い場

合に限り、締約国の要請に基づき、憲章会議で

解決に向けた検討をすることができるとしてい

る（第19条第２項）。

コラム◆ FTA/EPA における労働関連規定

FTA/EPAにおける非貿易的関心事項として、

資源、エネルギー、環境等に加え、労働も見逃せな

い分野である。

⑴ 日シンガポール EPA

物品貿易章において、恣意的な差別や隠された

貿易制限となるようなものを除き、同章の規定が

囚人労働の産品に関する措置の適用を妨げるもの

１．日本の FTA/EPAにおける取組

日本がこれまでに締結した FTA/EPAでは、労

働について独立の章を設けたものはないが、労働

関連の規定は既にいくつか存在する。

ではない旨を規定するとともに（第19条ｅ項）、投

資章でも同様に投資章の規定が囚人労働に関する

措置の適用を妨げない旨を規定している（第83条

第１項⒟）。

第Ⅲ部 経済連携協定・投資協定

506



⑵ 日メキシコ EPA

政府調達章の規定は、囚人労働の産品・サービス

に係る措置の適用を妨げない旨を規定（第126条

第２項⒟）。さらに、協力を進めるべき分野として、

技術・職業の教育訓練についてのベストプラクテ

ィスに関する情報交換を挙げ、労働政策を含むと

している（第143条⒜）。

⑶ 日マレーシア EPA

サービス章において、サービス章の規定が、雇用

市場へ参入しようとする者に影響を及ぼす措置や

恒常的雇用に関する措置には適用されない旨を規

定している（第94条２⒟）。

⑷ 日フィリピン EPA

投資章において、投資と労働に関する規定を設

けている。労働規制を緩和することにより投資を

促進することは適切でないとし、団結権、団体交渉

権、強制労働の禁止、児童労働者の最低賃金等を含

む若年労働者の保護、労働時間、保健衛生等、国際

的に認められた労働者の権利を弱めるような措置

を執らないよう努力する義務を規定している。ま

た、仮にそのような投資促進措置がとられている

と考えられる場合には、協議を要請することがで

きることとしている（第103条）。

２．各国の FTAにおける労働の取り組み

⑴ 米国の取り組み

① NAFTA
 

NAFTA本文においては労働政策等に関する

規定はないが、前文において、本協定が新規の雇用

機会を創出し、労働条件と生活水準を向上すると

ともに、労働基本権を保護・強化・実施することを

目指すものである旨を明記している。

② NAFTAの並行労働協定（North American
 

Agreement on Labor Cooperation）

93年８月、北米自由貿易協定（NAFTA）を労

働者保護の面で補完する補完協定の締結がアメリ

カ、カナダ、メキシコの３ヵ国間で合意され、同協

定は94年１月NAFTAとともに発効した。補完

協定の締結は、アメリカ労働総同盟・産別労組会議

（AFL-CIO）等が、NAFTAにより賃金等労働条

件の低いメキシコへの工場移転が進み、厳しい状

況にある国内の雇用情勢がさらに悪化するとして

NAFTAに反対していることに対応したもので

ある。補完協定のうち労働問題に関する規定の概

要（原則的事項）は以下のとおりである。

ア 労働原則の実現

米、カナダ、メキシコの３国は、各国の国内法に

従って、１)結社の自由、２)団体交渉の権利、３)

スト権、４)強制労働の禁止、５)年少者労働の禁

止、６)雇用最低基準、７)労働差別の撤廃、８)男

女給与均等化、９)労働災害の防止、10)労働災害に

対する補償、11)移民労働者の保護等の労働原則の

実現を促進する。

イ 協定による一般的義務の確立

その上で、協定は、１)労働条件・生活水準の向

上、２)労働法の実効的適用の促進、３)協定の原則

を促進するための協力・協調、４)各国労働法、機

構、法体系の相互理解を促進するための出版・情報

交換等の一般的義務を確立する。

ウ 「労働に係る協力のための委員会」の設置

また、協定により、閣僚会議、国際調整事務局及

び国内運営事務所からなる「労働に係る協力のた

めの委員会」が設立される。閣僚会議は、協定実施

の監督、事務局の監視等を行う。国際調整事務局

は、常設機関として、閣僚会議への技術的援助等を

行うほか、定期的に報告書を作成して閣僚会議に

提出する。国内運営事務所は、各国に設けられ、情

報提供や窓口としての業務を行う。

エ 紛争処理の手続き

１)安全・衛生、幼児労働、最低賃金等の問題に

関して紛争が生じた場合、まず、国内運営事務
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所を通じた情報交換等が行われる。その後、閣

僚会議が加盟国（最低１国）の要請により開催

され、問題解決のための専門評価委員会が召

集される。専門評価委員会は、当該問題に関す

る調査を実施し、報告書を作成して閣僚会議

に提出する。当該問題が構造的なもので、閣僚

会議が解決できない場合は、加盟国（最低２

国）の要請により、専門家による仲裁パネルが

設置される。

２)仲裁パネルの審査の結果、被提訴国の労働

行政が不十分であると委員会が判断したとき

は、被提訴国は、60日以内に問題を解決する

ための行動計画を策定し合意しなければなら

ない。期限内に合意できない場合は、さらに

60日以内にパネルが同行動計画を評価、又は

対案を提示することができる。

３)行動計画の実施状況を審査するため、仲裁

パネルは随時会合を開催することができ、行

動計画を遵守しない被提訴国に対しては、金

銭的貢献を課することができる。被提訴国が

金銭的貢献を行わず、引き続き労働行政の実

施を怠っているとパネルが判断したときは、

パネルは、アメリカ及びメキシコについては、

支払うべき金額の範囲内（最高2,000万ドル）

でNAFTAの恩恵を停止し、一方、カナダに

ついては、支払いと行動計画の実施を行うよ

うカナダ連邦裁判所に提訴することができ

る。

③ その他の米国の FTA

米・ヨルダン FTAは、第６条で労働について規

定している。本条は、両国の ILO加盟国としての

義務を再確認するとともに、団結権、団体交渉権、

強制労働の禁止、児童労働者の最低賃金、最低賃金

や労働時間等の労働環境等の、国際的に認められ

た労働者の権利が、国内法で保護されるよう確保

する努力義務を定めている（第１項）。また、貿易

を促進する目的で国内労働規制を緩和することが

適切でないことを認め、相手国との貿易を促進す

るために労働法から逸脱することがないことよう

確保する努力義務に加え（第２項）、各国の労働基

準が国際的に認められた労働者の権利に合致する

よう確保する努力義務を定めている（第３項）。さ

らに、労働法を効果的に執行する義務を定めると

ともに（第４条⒜）、資源配分の制約に由来する各

国の裁量の余地を認め（第４条⒝）、また、両国に

よる合同委員会で協力の機会を検討すべき旨を規

定している（第５項）。

その他の米国の FTAでも、労働について同様

の条文を設けている（米・シンガポール、米・パナ

マ、米・バハレーン、米豪、米チリ、CAFTA－DR

等）。

⑵ EUの取り組み

EUの FTAでは、協力の枠組みによって労働問

題に対処しているといえる。例えば、EUチリ協定

（2003年発効）では、経済発展と連携した社会的

発展の重要性を認め、雇用の創出と基本的社会権

の尊重に優先順位を与えることとし、特に団結の

自由、団体交渉権、差別の撤廃、強制労働・児童労

働の撤廃、男女平等等を担保する ILOの関連規約

を促進するとしている（第44条第１項）。このた

め、社会的協力はいかなる関心事項も扱うことが

できるとし（同第２項）、優先すべき措置として貧

困の削減や差別との戦いを促進すること、経済的

社会的発展過程における女性の地位を向上させる

こと、労使関係、労働条件、社会保障及び職務保証

を発展・近代化させること、職能訓練・人材育成を

促進すること、中小・零細企業における雇用創出機

会を生み出すためのプロジェクトを促進すること

等を列記している（同第４項）。

また、EUエジプト協定（2004年発効）でも、相

手国から適法に入国している労働者への公正な待

遇が重要であると再確認し、相手国の求めに応じ
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て、これら労働者の労働条件等に関し対話を設け

ることができる旨を規定している（第62条）。ま

た、社会問題について定期的対話を行うよう義務

づけるとともに、労働者の移動、同一待遇、及び相

手国から適法に入国している労働者の社会的統合

について進展を見るための方策を探す機会とすべ

きことが規定されている（第63条）。

＜国家間における紛争解決＞

⑴ ルールの背景

一般的に、地域貿易協定（自由貿易協定（Free
 

Trade Agreement(FTA)）、経済連携協定(Eco-

nomic Partnership Agreement(EPA))等）及び

二国間投資協定（Bilateral  Investment
 

Treaty(BIT)）には、協定の解釈及び適用に関す

る国家間の争いを解決するための規定が設けら

れている。このような規定は、実際の紛争に解

決の手段を与えるだけではなく、締約国による

協定の履行を促し、もって協定の実効性を担保

する重要な役割を担っており、我が国が締結し

た全ての FTA/EPA及び BITには、何らかの

国家間紛争の解決に関する条項が置かれてい

る。

多くの協定の紛争解決条項は、WTOにおけ

る紛争解決手続（DSU）と同様、国家間で争い

が生じた場合、①当該紛争案件について当事国

が協議を行い、②協議により問題が解決しない

場合は、協定の定める紛争解決機関に当該問題

を付託して判断を求め、③紛争解決機関は問題

を審理して解決方法について拘束力のある決定

を行い、④被申立国は当該決定に従い協定違反

とされた措置の是正又は補償を行う、との仕組

みを共通して採用している。一方、このような

紛争解決条項の個別具体的な規定ぶりについて

は、締約国間における様々な政治的・経済的な

背景を反映し、多種多様であり、それら条項の

規定ぶり及びその傾向を正確に把握すること

は、我が国の貿易投資政策の検討のみならず、

多角的な海外展開を活発に行う我が国企業にと

っても重要である。そのため、以下では、主に

米国、EU等主要市場経済国及び新興経済国が

締結している FTA/EPA及び BITの紛争解決

条項を分析するとともに、我が国が締結してい

る協定と比較する。（分析を行った協定の一覧に

ついては後掲図表＜６－１＞を参照）

⑵ 法的規律の概要

① 国家間紛争解決に関する手続の形態とその

類型

国家間の紛争解決手続に関する条項を、

FTA/EPA及び BITという枠組み間で比較し

た場合、全体的な傾向としては、FTA/EPAが

手続を比較的詳細に規定しているのに対し、

BITにおいてはかなり簡略な規定しか置かれ

ておらず、個別事項の規定ぶりを見ても、FTA/

EPAには規定されているが BITには規定がな

いという項目が少なくない。

しかしながら、紛争解決手続の中核的な規定

である締約国が単独で当該紛争について紛争解

決組織に拘束力のある判断を求める権利は、多

くの協定に規定されており、この点が数ある

FTA/EPA及び BITの間で重要な共通項とな

っている。一方、この「紛争解決組織への問題

の付託」については、当該紛争解決組織の性格

や付託の仕組みによっていくつかの類型に分類
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することが可能である。これをふまえ、以下で

は FTA/EPA及び BITのそれぞれについて分

類を試みる。

⒜ FTA/EPA
 

FTA・EPAにおいて紛争処理組織が拘束力

のある判断を行う手続については、大別して三

つの類型がある。

第一の類型は、NAFTA（北米自由貿易協定）

に代表されるように、案件ごとに設置・選任さ

れ、案件を検討するパネル・仲裁人の判断を求

める権利が各締約国に認められている「仲裁型」

の手続である。我が国が締結している FTA/

EPAは全てこの形式を採用している。他国にお

ける FTA/EPAで典型的な例としては以下の

ものが挙げられる（括弧内の条項は該当する規

定）。

○NAFTA（米国、カナダ、メキシコ）（2004

条、2008条）

○FTAA（米州自由貿易地域※第３草案：キ

ューバを除く南北アメリカ34ヶ国）（23章

11条）

○韓国－シンガポール（20章20.6条）

○オーストラリア－シンガポール（16章４

条）

○タイ－ニュージーランド（17章17.4条）

これに対して、第二の類型は、締約国政府の

代表者から構成される機関（Council,Commis-

sion等）に問題を付託し、当該機関が問題を検

討して決定又は勧告をする「理事会型」の手続

である。典型的な FTA/EPAとしては以下のも

のが挙げられる。

○バンコク協定（バングラデシュ、インド、

韓国、ラオス、スリランカ、中国）（16条）

○SAARC（南アジア地域協力連合：インド、

パキスタン、バングラデシュ、スリランカ、

ネパール、ブータン、モルディブ、アフガ

ニスタン）（20条）

○EEA（欧州経済領域：EU及びアイスラン

ド、リヒテンシュタイン、ノルウェー）(111

条１項 ※一部分野については別途の規定

あり)

○EC－ノルウェー（29条）

第三の類型は、この中間的な存在である。具

体的には、第二の類型のように、加盟国政府の

代表者から構成される機関を第一の紛争解決機

関としつつ、そこで解決されない紛争について、

第一の類型と同様に、仲裁手続等の司法的な紛

争解決手続を設けるとする、いわば「ハイブリ

ッド型」の手続である。典型的な FTA/EPAと

しては以下のものが挙げられる。

○US－ヨルダン（17条１項⒝及び⒞）

○EC－モロッコ（86条２項及び４項）

○欧州協定（EU及び中・東欧諸国）（114条

２項及び４項）

○コトヌー協定（EU及びACP（アフリカ・

カリブ海・太平洋）諸国）（98条１項及び２

項）

○EFTA（ヨーロッパ自由貿易連合：ノルウ

ェー、リヒテンシュタイン、アイスランド、

スイス）（47条及び48条）

○CACM（中米共同体市場：エルサルバド

ル、グアテマラ、ホンジュラス、ニカラグ

ア、コスタリカ）（26条）

○Andean Community（アンデス共同体：ボ

リビア、コロンビア、エクアドル、ペルー）

（47条及び Treaty establishing  the
 

Court of Justice24条）

○一部分野（セーフガード措置）に関する

EEA(111条４項）

○ASEAN（東南アジア諸国連合：インドネ

シア、マレーシア、フィリピン、シンガポ

ール、タイ、ブルネイ、ベトナム、ラオス、

ミャンマー、カンボジア）(８条。司法的手
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続についてはASEAN Protocol on En-

hanced Dispute Settlement Mechanism）

に規定。

上に挙げた事例の多くは、締約国政府の代表

者から構成される機関において問題を解決でき

ない場合に、アド・ホックに設置される仲裁組

織に問題を付託できるとする。これに対して、

Andean Community及び一部分野（Treaty
 

establishing the European Economic Commu-

nity及び Treaty establishing the European
 

Coal and Steel Communityの規律又はこれら

の適用のために採用された措置に相当する

EEAの規定の解釈に関する紛争）に関する

EEAは、かかる機関において問題を解決できな

い場合は、域内に設置された常設裁判所に提訴

できるとしている（Andean Communityでは協

定上の紛争事項を解決する常設裁判所、EEAで

は EC裁判所（the Court of Justice of the
 

European Communities）を指定（ただし、

EFTA諸国間の紛争は EFTA Courtに付

託）。）。

このように、FTA/EPAの紛争解決条項は、

紛争解決機関を、アド・ホックに選択される仲

裁人で構成される、より司法化された組織とす

るもの（仲裁型）、締約国の代表者から構成され

る政治色の強い組織とするもの（理事会型）及

び政治的機関において解決できなかった場合に

のみ仲裁人による仲裁に移行することを認める

もの（ハイブリッド型）の三類型に大別できる

が、全体的な動向としては、多くの FTA/EPA

はハイブリッド型を採用する傾向にある。例え

ば、米国において、典型的な仲裁型である

NAFTAはむしろ例外であり、これ以外の協定

は全てハイブリッド型を採用している。また、

1980年代までは理事会型が中心であった EU

においても、1990年代以降に締結された協定の

大多数はハイブリッド型を採用している。

これに対して、日本の EPAは全て仲裁型を

選択している点が特徴的であり（日本－マレー

シア（日マレーシア）13章、日本－メキシコ（日

メキシコ）15章、日本－シンガポール（日シン

ガポール）21章、日本－フィリピン（日フィリ

ピン）15章)、また、他国が結んでいる協定と比

べ、比較的詳細な手続規定が置かれている。こ

のように司法化された紛争解決手続を指向する

特徴は、我が国と同じく2000年前後から

FTA/EPA締結に向けた取り組みを強化して

いるシンガポール、韓国にも見ることができる。

（チリ－韓国(19.6条１項)、韓国－シンガポー

ル(20章20.6条)、シンガポール－ニュージー

ランド(61条１項)、オーストラリア―シンガポ

ール(16章４条)、チリ－ブルネイ－ニュージー

ランド－シンガポール（Trans-Pacific Strate-

gic Economic Partnership Agreement）(15.6

条１項)等）

⒝ BIT

一般的に、BITにも国家間の紛争解決手続が

規定されている。手続の類型としては、仲裁型

（協議及び仲裁手続）が規定されているケース

が大半である。

② 個別的な手続の特徴

前述のとおり、国家間の紛争を解決するため

の手続は、①当事国間協議、②紛争解決組織へ

の問題付託、③紛争解決組織による拘束的決定、

④被申立国による措置是正、というWTO紛争

解決手続に類似した仕組みを採用しているが、

個々の手続の規定ぶりは協定により様々であ

る。

以下では、WTO紛争解決手続においても手

続の実効性・機能性を担保する上で特に重要な

要素である下記の個別手続について、各国協定

の特徴とその類型を分析するとともに、我が国

が締結している協定との比較を行う。
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(分析を行った日本及び他国の FTA/EPA

（28協定）及び BIT（21協定）については、個

別手続一覧を資料編に掲載（資料編「Ⅳ．諸外

国の経済連携協定における国家間仲裁手続」）。

紛争解決手続の流れについては、我が国が締結

した EPAのフロー図（図表＜７－２＞）を参照

されたい。）

＜分析を行った個別協定の各側面＞

⒜ 紛争解決手続に付託できる案件

⒝ 協議前置義務の有無

⒞ 紛争解決手続に適用されるルール

⒟ 時間的制限

とった結果、申立国の協定に基づく利益が無効

化・侵害されたことを条件としていることから（つ

まり、非違反措置については申立ができない）、上

記①の類型に該当する。

⒠ 他の協定上の紛争解決手続との優先劣後

⒡ パネリスト・仲裁人の選定方法

⒢ 紛争解決機関（パネル又は締約国の代表者

から成る機関）が決定を行う際の方法

⒣ 上訴手続

⒤ 仲裁判断の履行担保手続

⒥ 対抗措置

上記のとおり付託事項の射程を定める一方、締

約国にとってセンシティブな分野又は司法的解決

がなじまない分野を留保するため、特定の問題に

ついては紛争解決手続を適用しないとの規定を置

く協定も多い。日本が締結している EPAにおいて

も、例えば、日マレーシアにおいては、強制規格・

任意規格・適合性評価手続、衛生植物検疫措置、知

的財産の分野における協力、反競争的行為の規制、

⒜ 紛争解決手続に付託できる案件

ⅰ FTA/EPA
 

FTA/EPAにおける紛争解決組織に付託でき

る案件については、以下のとおり大別できる。

①当該協定の解釈及び適用に関する案件とのみ

規定するもの（CACM（26条）、「EC－ノルウ

ェー」（29条）、コトヌー協定（98条１項）、

ASEAN（8条２項）等）

ビジネス環境の整備及び協力に対しては紛争解決

手続に関する規定を適用しないと規定されている

（67条、72条、128条3項、133条、138条及び144

条)。同様に、日シンガポールにおいては、競争及

び証券市場・証券派生商品市場に関する情報の共

有における協力が（105条及び107条3項)、日メ

キシコにおいては、投資に関する措置の一部、ビジ

ネス環境の整備及び二国間協力に対しては紛争解

②協定の解釈・適用に加えて、当該協定に違反し

ない措置についても、当事国の協定上の利益

が無効化されているとして、当該措置に関す

る案件を付託すること（いわゆる非違反申立）

を認めるもの（CARICOM（187条）、NAFTA

（2004条、ただし分野に制限あり）、「韓国－

シンガポール」（20章20.2条１項、ただし分

野に制限あり）等）

決手続に関する規定（15章）を適用しないものと

規定されている（95条１項並びに同条２項、138条

及び148条)。日フィリピンにおいては、知的財産

の分野における協力、反競争行為の規制、ビジネス

環境の整備及び協力が紛争章の適用対象外となっ

ている（119条４項、137条、143条及び148条）。

このほか、やはり締約国の事情から、特定の分野

について特別の紛争解決手続規定を置いている協

我が国の締結している全ての EPAは、仲裁裁判

所の設置要請について、被申立国が協定に基づく

義務の履行を怠った結果又は義務に反する措置を

定がある。例えば、NAFTAはアンチダンピング

及び相殺関税に関する問題について、別途パネル

手続を規定している(19章)。
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ⅱ BIT
 

BITにおいては FTA/EPAと異なり、非違反申

立を認める規定は分析を行った協定の中には存在

しなかった。また、少数の例外を除き、多くの協定

は申立の対象分野を特に限定していない。なお、一

部の協定では、既に投資家と国家との間の紛争と

して国際仲裁裁判所（international arbitration
 

court）に係属しており、現時点でも係争中の紛争

については、国家間の紛争として国際仲裁裁判所

に提訴することはできない旨規定している（チ

リ－トルコ12条10項、南アフリカ－トルコ８条

８項等）。

⒝ 協議前置義務の有無

大多数の FTA/EPAが、拘束力を有する紛争解

決手続に訴える前に当事国間で協議の場を持つこ

とを義務づけており、我が国の締結している協定

も、同様の規定を置いている。また、BITにおいて

も、分析した全ての協定が、仲裁手続を開始する前

に協議その他の友好的な方法による紛争解決を試

みることを義務づけている。

⒞ 紛争解決手続に適用されるルール

ⅰ FTA/EPA

パネル・仲裁人などが検討を行うに当たっては、

従うべき詳細なルール（検討手続）が必要である。

この検討手続の定め方については、以下の２つに

大別できる。

①第三者機関が定立した検討手続を利用するこ

ととしているもの（EFTA（附属書 Tの１条

６項）及びコトヌー協定（98条２項⒞）は、

当事国が別段の合意をしない限り PCA（Per-

manent Court of Arbitration：常設仲裁裁判

所）のルールを採用）

②独自の検討手続を定めることを前提としたも

の

大多数の協定は②に類似する規定を採用してい

る。また、②については、更に、全ての案件に適用

されるルールを規定する協定（NAFTA（2012条

１項)、FTAA（23章16条１項)、US－ヨルダン

（17条３項)、韓国－シンガポール（20.9条１項）

等）と、各パネル又は仲裁廷が、当該案件限りのも

のとしてその都度手続ルールを定めると規定する

協定（CARICOM の仲裁手続（200条１項)、オー

ストラリア－シンガポール（16章６条４項)、タ

イ－ニュージーランド（17.7条11項)等）とに分

かれる。そのほかには、極めて例外的であるが、抽

象的に国際法によるとのみ規定するものもある

（CARICOM の Caribbean Court of Justiceにお

ける手続（217条１項)）。

我が国については、日マレーシア、日シンガポー

ル及び日フィリピンが、仲裁廷は当該 EPA及び適

用可能な国際法の規則に従って裁定を下すと規定

する（日マレーシア149条１項⒝、日シンガポール

144条１項⒝、日フィリピン154条１項⒝）一方、

日メキシコは、当該 FTAに基づき設置された合

同委員会が、仲裁手続全般に適用される手続規則

を定めるものと規定している（159条)。

ⅱ BIT
 

BITにおいても、第三者機関が定立した検討手

続を利用するとした協定は少なく（米国を締約国

とする協定の一部に、仲裁手続はUNCITRALの

ルールに依るとの規定がある）、各パネル又は仲裁

廷が、当該手続限りのものとして手続ルールを定

めるとしている協定が大多数を占める。

⒟ 時間的制限

ⅰ FTA/EPA

紛争解決組織に拘束力のある判断を求める権利

が規定されていても、最終判断を得られるまでの

時間が長かったり、相手国によって恣意的に手続

が長引いたりするようでは実効的な紛争解決は望

めない。我が国が締結している EPAを含め、分析

の対象とした協定の多くにおいて、紛争解決手続

第７章 その他（エネルギー、環境、紛争解決等）
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の各段階についてそれぞれ期限が定められていた

が、一部に手続の進行に関する時間的制限を明確

に規定していない協定（CACM、CARICOM、EC－

エストニア、EC－モロッコ等）も散見された。

ⅱ BIT

対照的に、BITにおいては、最終的な仲裁判断が

なされるべき期限を規定しているものは非常に少

なく、分析を行った BITのうちでは、US－チェ

コ、カナダ－エルサルバドル、南アフリカ－トルコ

の３協定のみであった。

⒠ 他の協定上の紛争解決手続との優先劣後

ⅰ FTA/EPA

国家間の紛争解決手続はWTO協定においても

定められているため、これと FTA/EPAあるいは

BIT上の紛争解決手続との双方を利用し得る状況

が生じる場合がある（カナダ産軟材へのAD・CVD

措置を巡る米加紛争が代表的な例）。

FTA/EPAの一部は、こうしたケースにおける

他の協定上の紛争解決手続との優先劣後について

規定を置いており、その内容は以下のとおり３つ

に大別できる。

① FTA上の紛争解決手続が優先するとするも

の

②WTO協定（又は GATT）上の紛争解決手続

が優先するとするもの

③申立国が自らWTO協定（又は GATT）上の

紛争解決手続と FTA上の紛争解決手続のい

ずれをも選択し得ることとしているもの

①の例としてはNAFTAがある。同協定は、

NAFTA及び GATTまたはその関連協定から生

じる紛争について、被申立国が当該案件は

NAFTA上の「環境及び省資源協定関連」規定、

または「衛生及び植物衛生措置」もしくは「規格関

連措置」に関連する規定の適用を受けると主張し、

当該案件をNAFTAに従って検討するよう要請

する場合は、申立国はNAFTA上の手続のみ利用

できる旨規定している（2005条３項、４項）。

②の事例として、EC－チリは、紛争案件が

WTO協定の対象にもなりうる場合には、当該案

件はWTOの紛争解決手続に付託されるとの包括

的なWTO優先手続を規定している（189条３項

⒞）。また、US－ヨルダンは、サービス貿易及び知

的財産権に関する紛争については、WTO協定上

の紛争解決手続の対象となり得ない範囲において

のみ当該 FTA上のパネル手続に付託できると規

定している（17条４項⒜及び⒝）。

また、③の事例としては、FTAA（23章８条１

項）及び「韓国－シンガポール」(20.3条１項）が

あり、これらの協定の場合は、いずれの手続をも自

由に選択できると解される。なお、いずれも選択で

きるとしている場合に、一方を選択した場合には

他の手続を利用することはできないとされている

ことが多い（例えば、韓国－シンガポール（20.3条

２項））。

日本が締結している EPAは上記③のタイプに

該当し、他の国際協定により利用可能な紛争解決

手続を利用する各締約国の権利に何ら制限は加え

られていないが、EPA上の紛争解決手続及び他の

国際協定上の紛争解決手続のいずれかを選択した

場合には、当該紛争に関しては他の手続を利用す

ることはできない旨が明文で規定されている（た

だし、日シンガポール及び日フィリピンにおいて

は、当事国が合意する場合は先行手続優先の原則

を適用しない旨が規定されている（日シンガポー

ル139条４項、日フィリピン149条４項）。

ⅱ BIT

分析を行った BITの中に、当該 BIT上の紛争

解決手続と他の国際協定上の紛争解決手続との関

係について規定しているものは存在しなかった。

⒡ パネリスト・仲裁人の選定方法

ⅰ FTA/EPA

仲裁手続が規定されている場合、パネリスト・仲
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裁人の選定方法が問題となる。まずロスター（ros-

ter：候補者名簿）が作成され維持されているか否

かという観点がある。ロスターを作成するものと

規定している協定は、FTAA（23章12条）、CAR-

ICOM（205条１項）及びMERCOSURである。

NAFTAも、AD及び CVDに関するレビューパ

ネルのパネリスト候補者（附属書1901.2及び

1905条４項）及び通常の紛争解決手続のパネリス

ト候補者（2009条）について、それぞれロスター

の作成及び維持を規定している。我が国の FTA/

EPAに当該規定は置かれていない。

次に、パネリスト・仲裁人の具体的な選定方法に

ついてもいくつかのパターンがある。いずれの協

定においても、３人から成るパネルの場合には各

当事国が１人ずつ、５人から成るパネルの場合は

各当事国が２人ずつ選任するものと規定されてい

ることが多いが、最後に選任されるパネリストの

選任方法は以下のとおり分かれる。

①既に選任されたパネリストらの合意により選

任されると規定しているもの（US－ヨルダン

（17条１項⒞）等）

②両当事国の合意により選任されるという規定

が入っているもの（NAFTA（2011条１項⒝

及び同条２項⒝）等。最後のパネリストについ

て合意に至らなかった場合、くじ引きでパネ

リストを選出（2011条１項⒟及び同条２項

⒟）。）

③既に選任されたパネリストらの合意により選

任されるが、彼らが合意に至らなかった場合

は最後のパネリストの選任を外部機関（例え

ば、タイ－ニュージーランドでは ICJ所長

(17.5条１項及び同条３項)、コトヌー協定で

は PCA（常設仲裁裁判所）所長（98条２項⒝）

に委任するとしているもの

パネリストの選任については、砂糖の市場アク

セスを巡る米墨間のNAFTA紛争において、米国

によるパネリスト選出手続の遅滞により、申立か

ら６年以上経過してもパネル審理が行われていな

い事例があるなど、当事国間合意に重きを置く手

続には実施面で問題が生じる可能性がある。

我が国の EPAは、３人の仲裁人のうち２人がそ

れぞれ１人ずつ各締約国により選任された後、議

長となる３人目の仲裁人を選任するにあたり、各

締約国が候補者を一定人数ずつ挙げて調整を図

る、との点で上記②に該当しているものの、両国が

期限までに合意に達しなかった場合の最終的な議

長選定方法については、各協定で様々な規定が置

かれている（WTO事務局長への選任依頼（日マレ

ーシア148条４項）、くじ引き（日メキシコ153条

６項、日シンガポール143条４項⒟、日フィリピン

153条５項））。

ⅱ BIT
 

BITにおいては、仲裁廷は３人の仲裁人から構

成され、そのうち２人については両締約国が１人

ずつ選任し、議長となる３人目の仲裁人の選任方

法については、先に選任された２人の仲裁人の合

意によると規定するものが一般的である。

⒢ 紛争解決機関（パネル又は締約国の代表者か

ら成る機関）が決定を行う際の方法

ⅰ FTA/EPA

パネル又は締約国の代表者から構成される機関

が仲裁判断を決定する際の決議方法の類型は以下

のとおりである。

①全員一致を原則とするが意見の一致を見ない

場合には過半数の賛成により決定するとする

もの（韓国－シンガポール（附属書20Aの20

項)、オーストラリア－シンガポール（16章６

条３項)、タイ－ニュージーランド（17.6条３

項))

②最初から過半数の賛成により決定できるとす

る協定（通常の多数決）（EEA(議定書33の４

条)、EFTA（附属書 Tの１条７項)、FTAA

（23章24条３項)、CARICOM の仲裁手続
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（207条７項)、Europe Agreementの仲裁手

続（114条４項)、EC－モロッコ（86条４項))

我が国の EPAについてみれば、日マレーシア

（150条９項)、日シンガポール（144条８項）及び

日フィリピン（154条８項）においては、仲裁廷の

裁定は全員一致で行うよう努めるものとするが過

半数の賛成により決議することもできると規定さ

れている。これに対し、日メキシコにおいては、仲

裁廷の決議は過半数の賛成によるものとすると規

定されている（154条７項)。

ⅱ BIT

仲裁廷が仲裁判断の採択その他の決定を行う際

の決議方法については、特段の規定を置いていな

い協定も散見された。これは、前述のとおり分析を

行った大多数の BITにおいて、手続については仲

裁廷が当該案件にのみ適用されるルールをその都

度定めるという規定になっていることが原因と推

察される。なお、規定があるものは、いずれも過半

数の賛成により決定する（多数決）ものと定めてい

る。

⒣ 上訴手続

ⅰ FTA/EPA

紛争の迅速な解決という観点からは、第一次的

な審理を行う仲裁廷又は締約国の代表者から成る

機関における手続で判断が確定する方が望まし

い。一方で、より慎重に事実を検討できるという観

点からは必要に応じて上訴できる仕組みが必要と

なる。

大多数の協定は上訴手続を規定していない。日

本が締結している EPAにも上訴手続に関する規

定はなく、仲裁廷の裁定は「最終的」なものである

とされている（日マレーシア150条10項、日シン

ガポール144条２項、日メキシコ154条８項及び

日フィリピン154条２項)。なお、上訴手続を明確

に規定しているものとしては SAARCがあり（20

条９項)、FTAAは上訴手続の規定を盛り込むか

否かを検討中である。これに対し、当事国が上訴す

ることはできないという点を明示的に規定してい

る協定もある（韓国－シンガポール(20.13条１

項)）。

ⅱ BIT

対照的に、分析を行った BITの中には、明確に

上訴（appeal）という語を用いてその可否について

規定している協定は存在しなかった。

⒤ 仲裁判断の履行担保手続

前述のとおり、多くの FTA・EPA及び BITは、

仲裁廷又は締約国の代表者から成る機関は拘束力

のある仲裁判断を行うとしており、その場合、問題

措置について何らかの是正・補償を行うべきとの

仲裁判断を受けた被申立国は、その判断を誠実に

履行する義務を負うこととなる。一般的に、FTA/

EPAには被申立国による仲裁判断の内容の履行

を確保するための規定が設けられている。一方、

BITの中でこうした履行を担保するための規定を

置いているものは極めて少ない（カナダ－エルサ

ルバドルは、履行がなされない場合、申立国は相手

国から補償を受けるか、又は仲裁判断の対象とな

った利益と同等の利益の相手国への適用を停止す

ることができる旨規定（13条)）。

ⅰ 履行期限

履行期限に関する規定の類型は以下のとおりで

ある。

①最終判断が出されてから履行までの期間を規

定しているもの（FTAA(23章31条２項は、

最終判断において履行期間が定められること

を選択肢として想定した条文案となってい

る。)等）

②最終判断が出されてから履行方法及び期限等

に関する当事国間の合意が成立するまでの期

間を規定し、当該期間内に当事国間の合意が

成立しない場合には元の紛争解決手続を遂行

したパネルに履行期限を定めるよう要請でき
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ると規定しているもの（韓国－シンガポール

(20.13条２項⒝）、オーストラリア－シンガ

ポール（16章９条１項)）

我が国の EPAは上記②に該当する。具体的に

は、被申立国は申立国に対し仲裁廷の裁定から一

定日以内に（20日以内：日マレーシア（152条２

項)、日シンガポール（147条１項)、日メキシコ

（156条２項)、45日以内：日フィリピン（157条

１項）仲裁判断の内容の実施に要する期間を通知

するものと規定しており、申立国が被申立国から

通知された期間を不服とする場合には、日マレー

シア（152条２項)、日シンガポール（147条１項⒞

及び同条４項⒝）及び日フィリピン（157条１項）

においては協議を経たうえで、日メキシコ（156条

２項）においては協議を経ずに、それぞれ各締約国

は仲裁廷に対し期間の決定を要請できるとしてい

る。

ⅱ 履行状況の監視

被申立国がパネル又は各締約国の代表者から構

成される機関の最終判断に従った措置を履行して

いるか否か、また履行している場合の履行の状況

について、その監視に関する規定を明確に設けて

いる協定は少ない（紛争解決について規定した

ASEAN Protocolは、被申立国は自らの履行状況

についてASEAN Senior Economic Officials’

Meetingに報告しなければならない旨規定（15条

４項)）。我が国が締結している EPAのいずれも、

履行監視に関する明確な規定を置いていない。

ⅲ 履行方法

履行方法については、WTO協定の DSU19条

１項において見られるように、紛争解決機関にそ

の提案を行う権限を付与しているかどうかが一つ

のポイントとなる。一般的には以下の２つに大別

可能である。

①履行方法（resolution）についてはもっぱら当

事国の合意に委ねるもの

②パネルが履行方法につき勧告できるとする規

定を有するもの（US－ヨルダンは、当事国が

求めた場合、パネルは、仲裁判断で認定した違

反を是正する方法について勧告することがで

きる旨規定（17条１項⒟）

我が国においては、日マレーシア（149条１項

⒟）、日シンガポール（144条１項⒟）及び日フィ

リピン（154条１項⒟）は、仲裁廷は被申立国によ

る履行の方法に関する提案を裁定に含め、これを

両締約国による考慮に付することができると規定

しており、上記②の方式を採用している。一方、日

メキシコにはこのような規定は見当たらない。

⒥ 被申立国が仲裁判断等の内容を履行しない場

合の対抗措置

被申立国が仲裁判断又は最終報告書において定

められた措置を履行しない場合、あるいは仲裁判

断又は最終報告書に基づき当事国間で合意した措

置を履行しない場合の対抗措置については、以下

の２つに分類される。

①被申立国に対する利益の適用を停止するとい

う対抗措置を執ることができるとするもの

②申立国は被申立国から補償的調整を受けられ

るとするもの（EFTA（附属書 Tの３条１項

⒜）なお、同条項⒝は上記①をも規定してお

り、申立国は①及び②のいずれをも選択でき

る。）

①については更に、申立国が一方的に対抗措置

を実施できると規定するもの（NAFTA（2019条

１項)、韓国－シンガポール（20.14条２項）及び

タイ－ニュージーランド（17.11条１項）等※被申

立国は対抗措置の程度に関する仲裁申請可能）と、

パネル又は締約国の代表者から構成される機関か

ら対抗措置を執る権限を付与されるまでは対抗措

置を実施できないとするもの（SAARC（20条11

項)、Bangkok Agreement（16条)、オーストラリ

ア－シンガポール（16章10条２項)）がある。

日マレーシア（152条４項及び同条５項)、日シ
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ンガポール（147条４項⒞及び同条５項)、日メキ

シコ（156条４項及び同条５項）及び日フィリピン

（157条２項及び５項）はいずれも、上記①の方式

を採用し、かつ、実際に被申立国が履行していない

との判断が仲裁廷によりなされた場合には、申立

国が一方的に相手国に対する EPA上の利益の適

用停止を通知することができるとしている。

⑶ 国家間紛争解決手続に関する課題

我が国においては発効済みの EPAは３協

定、BITは11協定と、他の先進国と比較して比

較的少ない数に止まっているが、近年の東アジ

ア経済統合に向けた動きが示すとおり、今後、

我が国と他国による地域・二国間協定の締結数

が増加することは明かである。

現時点では、我が国に関連する EPA及び

BITの国家間紛争解決条項に基づく紛争案件

は、提起されていない。しかし我が国がより広

範な国々と協定を結び、より多くのビジネス・

セクターがその特恵の下、活発な事業活動を展

開するようになれば、EPA及び BITの解釈・適

用を巡る紛争が生じる可能性は高まる可能性が

ある。

そのような事案が生じて初めて現実味を帯び

る問題として、当該紛争案件をどのフォーラム

で解決すべきか、具体的には、EPA及び BITの

定める手続に拠るのか、あるいはWTOにおけ

る手続を選ぶのか、との問題が想定される。

EPA及び BITとWTOの対象とする事象は、

双方が貿易・経済活動の促進を目的とした協定

であることから、概ね重なり合っている。当然、

より有利なフォーラムの選択のため、当事国に

は慎重な検討が求められることとなろう。

このため、同一の事実に関する同一当事国間

の案件が、EPA及び BITとWTO双方のフォ

ーラムに付託されることも可能性として否定で

きず、このような場合は法的に困難な問題が生

じる。このとき、既判力の原則や二重訴訟禁止

の原則等の一般国際法上の手続法的原則は、全

て紛争の同一性（国際法上、２以上の紛争が同

一であるためには、それらの当事国、事実、請

求原因が同一でなければならない）を前提とし

ており、常に異なる協定に基づく EPA及び

BITの紛争とWTOの紛争の関係には、これら

の原則は適用できない。その結果、異なるフォ

ーラムがそれら案件に相反する判断を下した場

合には混乱が予想され（例えばアルゼンチン―

鶏肉AD事件）、更に非常に類似の法的原則に

ついて異なる解釈が示されることが懸念され

る。

更に、同一事実に関するものでないにしても、

相互に密接な関連性を持った事案が異なるフォ

ーラムに付託された場合には、大きな文脈での

二国間紛争の一斉解決の観点から問題となるこ

とがあり得る。例えば、米国－メキシコ間にお

ける甘味料紛争では、メキシコは、メキシコ産

砂糖に対する米国の市場アクセス義務違反を

NAFTAパネルへ、米国は、米国産甘味料（及

びそれを使った飲料）に対するメキシコの報復

的な内国税賦課をWTOパネルへ付託したが、

双方の紛争の関連性から、単一のフォーラムで

解決されるべきであったとの指摘もある。

このような、近い将来起こりうる国家間紛争

解決手続の競合については、今後とも注視が必

要である。
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＜図表７―１＞ 本章において分析を行った地域貿易協定（自由貿易協定（Free Trade Agreement

（FTA)）、経済連携協定（Economic Partnership Agreement（EPA)）等）及び

二国間投資協定（Bilateral Investment Treaty（BIT)）

【FTA/EPA】

正式名称(括弧内は略称) 本報告書における表記

１. North American Free Trade Agreement (NAFTA) NAFTA

２. Free Trade Agreement of Americas (FTAA)―Third Draft Agree-
ment

 
FTAA

３. Agreement between the United States of America and the Ha-
shemite Kingdom of Jordan on the Establishment of a Free-Trade-
Area

 
US－ヨルダン

４. 1980Treaty of Montevideo―Instrument Establishing the Latin
 

American Integration Association (LAIA)
LAIA

５. Additional Protocol to the Treaty of Asuncion on the Institutional
 

Structure of MERCOSUR
 

MERCOSUR

６. General Treaty on Central American Economic Integration
 

between Guatemala,El Salvador,Honduras and Nicaragua Signed
 

at Managua,on13December1960(CACM)

CACM

７. Revised Treaty of Chaguaramas Establishing the Caribbean Com-
munity Including the CARICOM Single Market and Economy

 
CARICOM

８. Agreement on Trade, Economic and Technical Cooperation
 

between the Caribbean Community (CARICOM)and the Govern-
ment of the Republic of Colombia

 
CARICOM－コロンビア

９. Andean Community―DECISION 563：Official Codified Text of
 

the Andean Subregional Integration Agreement (Cartagena Agree-
ment)及び Treaty Creating the Court of Justice of the Cartagena

 
Agreement

 

Andean Community

10. Agreement on the European Economic Area  EEA

11. AGREEMENT between the European Economic Community and
 

the Kingdom of Norway
 

EC－ノルウェー

12. EURO-MEDITERRANEAN AGREEMENT establishing an associ-
ation between the European Communities and their Member States,
of the one part,and the Kingdom of Morocco,of the other part

 
EC－モロッコ

13. EUROPE AGREEMENT establishing an association between the
 

European Communities and their Member States,of the one part,
and the Republic of Lithuania,of the other part

 
Europe Agreement

14. Partnership Agreement between the Members of the African,
Caribbean and Pacific Group of States of the One Part, and the

 
European Community and Its Member States,of the Other Part,
Signed in Cotonou on June23,2000

コトヌー協定

15. Convention Establishing the European Free Trade Association
(Annex to the Agreement Amending the Convention Establishing

 
the European Free Trade Association)(EFTA)

EFTA

16. Agreement on Free Trade between the Government of the Republic
 

of Kyrgyzstan and the Government of the Russian Federation

ロシア－キルギスタン

17. Central European Free Trade Agreement (CEFTA) CEFTA

18. The United Economic Agreement between the Countries the Gulf
 

Cooperation Council (GCC)
GCC

19. Agreement on South Asian Free Trade Area (SAFTA) SAARC

20. First Agreement on Trade Negotiations among Developing Mem-
ber Countries of the Economic and Social Commission for Asia and

 
the Pacific(Bangkok Agreement)

Bangkok Agreement

第７章 その他（エネルギー、環境、紛争解決等）

第
７
章

そ
の
他
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
、
紛
争
解
決
等
）

519



21. Framework Agreement on Comprehensive Economic Co-Operation
 

between the Association of South East Asian Nations and the
 

People’s Republic of China
 

ASEAN－中国

22. Free Trade Agreement between the Government of the Republic of
 

Korea and the Government of the Republic of Singapore

韓国－シンガポール

23. Agreement on the Common Effective Preferential Tariff Scheme
 

for the ASEAN Free Trade Area (AFTA)
ASEAN

24. Singapore-Australia Free Trade Agreement (SAFTA) オーストラリア－シンガ
ポール

25. Thailand-New Zealand Closer Economic Partnership Agreement タイ－ニュージーランド

26. Australia New Zealand Closer Economic Relations Trade Agree-
ment (ANZCERTA)

ANZCERTA

27. South Pacific Regional Trade and Economic Cooperation Agree-
ment (SPARTECA)

SPARTECA

28. East African Community Free Trade Agreement  EAC

【BIT】

締 約 国 締 結 日 本報告書における表記

１. 米国、チェコ 旧チェコスロバキアとの原協定
は1991年10月22日締結。
チェコとの議定書締結は2003
年。

原協定：US－チェコスロバキア
議定書：US－チェコ

２. 米国、ウルグアイ 2005年11月 US－ウルグアイ

３. フランス、香港 1995年11月30日 フランス－香港

４. フランス、マルタ 1976年8月11日 フランス－マルタ

５. ドイツ、ポーランド 1989年11月10日 ドイツ－ポーランド

６. ドイツ、中国 2003年12月1日 ドイツ－中国

７. イギリス、トルコ 1991年3月15日 イギリス－トルコ

８. イギリス、バヌアツ 2003年12月22日 イギリス－バヌアツ

９. カナダ、エルサルバドル 1999年6月6日 カナダ－エルサルバドル

10. オーストラリア、スリランカ 2002年11月12日 オーストラリア－スリランカ

11. メキシコ、チェコ 2002年4月4日 メキシコ－チェコ

12. チリ、トルコ 1998年8月21日 チリ－トルコ

13. 韓国、スウェーデン 1995年8月30日 韓国－スウェーデン

14. 韓国、モーリタニア 2004年12月15日 韓国－モーリタニア

15. 中国、アイスランド 1994年3月31日 中国－アイスランド

16. ロシア、ノルウェー 1995年10月14日 ロシア－ノルウェー

17. インド、ハンガリー 2003年11月3日 インド－ハンガリー

18. タイ、ドイツ 2002年6月24日 タイ－ドイツ

19. ベラルーシ、フィンランド 2006年3月 ベラルーシ－フィンランド

20. サウジアラビア、韓国 2002年4月4日 サウジアラビア－韓国

21. 南アフリカ共和国、トルコ 2000年6月23日 南アフリカ－トルコ

（出典）UNCTAD
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